
貿易制限的措置発動の背景第２節

　足下において、貿易制限的措置が増加している背景
としては、自由貿易への懐疑の高まり、市場歪曲的措

置と疑われる政策・慣行の存在、ハイテク分野での覇
権争い等が考えられる。

　現在、世界的な保護主義的思想・行動の広がりの背
景として、各国において自由貿易への懐疑、とりわけ
貿易によって経済格差がもたらされているのではない
か、との不満・不安が高まっていることが指摘されて
いる。
　米国のシンクタンクが行ったアンケート調査による
と、「貿易が自国経済にとって良いと考えるか否か」
という質問に対して「良い」と考える割合が 2018 年
時点においてほとんどの国で 8 割を超えている。また
2010 年に行われた同調査結果と比較しても、アルゼン
チン・ブラジルを除き、同水準ないしは上昇している
のが分かる（第Ⅱ-2-2-1-1 図）。以上のことから各国
において大多数の人々が、貿易が自国経済全体にとっ
て有益であると今もなお認識していると考えられる。
　一方で、同アンケート調査における「貿易が給与を

増加させると考えられているか否か」という質問に対
しては、先進国においては、給与を増加させるよりも
減少させると考えている人が多い傾向にある。これと
は逆に、新興・途上国においては、貿易は給与を増加
させると考える割合が高い。ただし、新興・途上国に
おいても 2014 年と 2018 年を比べると、給与が増加す
ると回答した割合は一部の国を除いて減少又は横ばい
となっており、新興・途上国において貿易が生活を良
くするとの期待が減速していることも考えられる（第
Ⅱ-2-2-1-2 図）。
　このように、先進国の人々は貿易が経済に有益である
ことを認めつつ、給与の増加には繋がらないと考える割
合が多く、貿易に懐疑的な見方が存在しているといえる。

1．自由貿易への懐疑

第Ⅱ-2-2-1-1 図　
各国において貿易が自国経済にとって良いと考えられ
ているか否か

注：�”Q26. Does trade with other countries lead to an increase in the wages 
of （survey country nationality） workers, a decrease in wages, or does it 
not make a difference?”

資料：�Pew Research Center （2018）「Global Attitudes & Trends」から作成。
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第Ⅱ-2-2-1-2 図　
各国において貿易が給与を増加させると考えられてい
るか否か

注：�質問項目は ”Q25. What do you think about the growing trade and busi-
ness ties between （survey country） and other countries - do you think 
it is a very good thing, somewhat good, somewhat bad, or a very bad 
thing for our country?”

資料：�Pew Research Center （2018）「Global Attitudes & Trends」から作成。
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（1）世界の経済格差の現状
　グローバル化が最も進展したといわれている 1988
年から世界金融危機が起こった 2008 年までの 20 年間
における、世界の全人口における所得階層別の所得増
加率を示した図は、その形状から「エレファントカー
ブ」と呼ばれている。世界銀行のエコノミストである
Lakner と Milanovic によって 2013 年に考案されたも
のであるが 106、本書においては、Corlett（2016）が
Lanker と Milanovic の図に対して指摘されていた問
題点 107 を修正したものを取り上げる（第Ⅱ-2-2-1-3
図）。図の横軸は、世界の全人口における所得分位層
を表しており、左であるほど所得が低く、右に進むほ
ど高所得層を示す。図の縦軸は、2008 年時点の該当
所得分位層の所得が、1988 年時点の該当所得分位層
の所得と比較し、どれほど上昇したかをパーセンテー
ジで示している。
　Corlett （2016）の図からは、いずれの所得分位層に
おいても賃金は上昇しているものの、特に①新興国の
中間層に該当する 50％～70％の所得階層、及び、②
先進国の富裕層に該当する最上位層、の 2 つの階層に
おいて上昇が著しく、特に新興国の中間層がグローバ
ルな格差の縮小に貢献したことが考えられる。一方で、
先進国の中間層を示す 80％～90％前後の層は上昇率
が相対的に低く、この間に一部の先進国においては所
得の上位層と中間層の間で、格差が拡大した可能性が
あると考えられる。

（2）国家間格差の現状
　国家間の経済格差については、1990 年から一貫し
てジニ係数が低下傾向にあり、格差は縮小し続けてい
る（第Ⅱ-2-2-1-4 図）。
　各国別の 1 人当たり GDP と世界人口に占める割合
について、1990 年と 2017 年の 2 時点間を比較すると、
特にアジア NIES や中国等の世界人口の多くを占める
新興国の所得上昇が著しく、前述したエレファント
カーブにおける 50％～70％の所得階層のピークの要因
となっていると考えられる。また、新興国が著しい成
長を遂げた一方で、サブサハラアフリカ、南アジアの
国々は取り残されている（第Ⅱ-2-2-1-5 図、第Ⅱ-2-
2-1-6 図）。

第Ⅱ-2-2-1-3 図　Corlett によるエレファントカーブ

資料：�Corlett （2016）から引用。
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François Bourguignon （2015） P.42 Table1 から経済産業省作成。
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第Ⅱ-2-2-1-5 図　世界のGDPヒストグラム（1990年）

資料：�世銀「World Development Indicators」から作成。
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106	Lakner and Milanovic （2013）。
107	Corlett は、Lanker と Milanovic の当初のエレファントカーブの問題点として、① 1988 年と 2008 年の所得分位層を整理するにあたって

異なる国をサンプルとして抽出していること、②人口増加率が国・地域によって異なること（新興・途上国の人口増加率が先進国のもの
に比べて高いため、全体的にカーブが押し下げられていること）、③一部の国特有の事情（日本における「失われた 10 年」、ソ連諸国の経
済低迷）によって全体が押し下げられていること、の 3 点を挙げ、それによるバイアスを調整した新たなエレファントカーブを 2015 年に
発表した。
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（3）国内格差の現状
　各国内における経済格差においては、先進国と新興・
途上国において状況が異なる。新興・途上国において
は、格差が縮小している一方で、多くの先進国におい
ては、2000 年頃を境に格差が拡大傾向に転じている。
例えば米国におけるジニ係数は 2000 年から 2016 年に
かけて 0.36 から 0.39 まで上昇した。一方で、ジニ係
数の絶対値に着目すると、先進国では直近においても
0.3～0.4 程度であるのに対して、新興・途上国では 0.35
～0.5 程度であり、総論としては新興・途上国の方が
未だ格差が大きいことが分かる。以下、特に先進国に
おける格差の拡大要因について、グローバル化による
影響及び技術革新による影響に着目し、分析を行う。

① 貿易による労働市場への影響
　貿易による労働市場への影響については、古くは
1941 年に Stolper-Samuelson が、貿易当事国間で貿
易財の相対価格が等しくなることによって、賃金につ
いても均等化することを理論上示した（Stolper-
Samuelson 定理）。その後、財の貿易開放度 108 を用い
た分析は数多くなされたものの、あくまでも財を中心
とした製造業等に限定されたものであり、サービス業
も含めた一国内の労働市場全体への影響を測ることは
困難であった。
　Spence and Hlatshwayo（2011）は、Jensen and 

Kletzer（2005）によって考案された産業の貿易度を計
測する手法 109 を用いることで、米国のサービス業も
含めた国内の全業種について貿易産業・非貿易産業に
分類し、1990 年から 2008 年にかけての労働市場への
影響を分析した。その結果、米国内で増加した 2,730
万人の雇用全体において、97.7％が医療セクターや政
府セクターを中心とする非貿易産業によるものだと示
した。また貿易産業においては、マネジメント・コン
サルティング業、金融・保険業、システムデザイン業
等の給与水準が高い産業において、雇用数が増加した
ものの、その増加分が主に製造業による雇用減少に
よって打ち消されたとしている。
　同様な分析は近年にフランスにおいても Philippe 
and Giraud（2017）によって行われており、1990 年か
ら 2015 年にかけて、貿易産業に含まれる製造業・農
業において合わせて 100 万人以上の雇用が失われ、貿
易産業全体おいては雇用が 5.8％減少したと示した。
　これらの結果をもって、貿易が直接の原因となって
雇用が喪失しているとの因果関係を導き出すことはで
きないものの、先進各国における貿易産業の雇用減少
が、自由貿易への懐疑の広がりの要因になっているこ
とが推測される（第Ⅱ-2-2-1-7 図）。

② 技術革新よる労働市場への影響
　IMF（2007）110 や OECD（2011）111 による格差拡大要
因分析においては、グローバル化よりも技術革新が国
内格差拡大の大きな要因であると結論づけられてい
る。通商白書においても、2017 年版において、IMF
（2007）の手法を用いることで、近年においても、技
術革新が依然として格差拡大の主要因であることを示
した 112（第Ⅱ-2-2-1-8 表）。
　技術革新が労働市場に与える影響について、OECD
（2017）113 は定型業務の占める割合の多い、中技能労
働者が技術によって代替されることによって、格差が
拡大していると説明している。
　各国の労働者の職能レベル別の雇用変化率に着目す
ると、先進国においては、高技能労働者・低技能労働
者が増加している一方、中技能労働者については減少、

第Ⅱ-2-2-1-6 図　世界のGDPヒストグラム（2017年）

資料：�世銀「World Development Indicators」から作成。
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108	一般的な定義は次のとおり。貿易開放度＝（輸出額＋輸入額）/ 国内総生産。
109	Jensen と Kletzer は、貿易産業・非貿易産業に区分するための方法として、各産業における労働者の地域集約度に着目した。ある特定の

地域に生産者が集約している産業は、集約による規模の経済や必要な原材料等の制約消費活動に至るまでの移動コストよりも、貿易統計
からは観察できないサービス産業における影響を分析する手法を考案した。

110	IMF （2007）。
111	OECD （2011）。
112	経済産業省（2017）。
113	OECD （2017）。
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ないしは微増程度にとどまっている（第Ⅱ-2-2-1-9 図）。
　また、新興・途上国に関しても、韓国・タイ等の一
部の国を除き、中技能労働者が減少、ないしは高技能・

低技能労働者よりも低い増加率であることが分かり、
技術による労働の代替は途上国のみならずグローバル
な現象であることが分かる（第Ⅱ-2-2-1-10 図）。

第Ⅱ-2-2-1-7 図　貿易産業及び非貿易産業における雇用者数の変化（仏米）

備考：�フランスについては Philippe and Giraud （2017） より、米国については Spence and Hlatshwayo （2011） より再現したもの。
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第Ⅱ-2-2-1-8 表　格差拡大の要因に関する先行研究

IMF（2007） OECD（2011） 経済産業省（2017）
期間 1980 年～2006 年 1980 年代前半～2008 年 2001 年～2014 年
対象国 先進 20 か国、新興・途上 31ヶ国 OECD 加盟 22 カ国 OECD 加盟 23ヶ国
被説明変数 ジニ係数 労働賃金上位 10% と 90% の比率 ジニ係数

説明変数 グローバル化：対内直接投資／GDP
技術革新：ICT／総資本蓄積

グ�ローバル化：�輸入浸透度・密度の加重
平均

技術革新：民間 R&D 支出／GDP

グ�ローバル化：�対内直接投資／GDP、貿
易額

技術革新：ICT／総資本蓄積

結論

格差に関する影響が最も強いのは技術革新

ただし、先進国だけに限ると、グローバ
リゼーションの影響が技術革新の影響よ
りも高い

貿易は賃金格差の拡大に有意な影響を及
ぼしていない一方、技術革新については
賃金格差を有意に増加させる

先進国の格差拡大の要因は技術革新であ
り、貿易額についてはむしろ教育政策等
と共に格差縮小要因

第Ⅱ-2-2-1-9 図　
先進国の技能レベル別雇用変化率（1995 年から 2015
年）

資料：�OECD 「Employment Outlook 2017」 Figure 3.A1 から作成。
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第Ⅱ-2-2-1-10 図　
新興・途上国の技能レベル別雇用変化率（2005 年から
2016 年）

資料：�国際行政法人労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較」
から作成。

備考：�OECD （2017）の分析に従い、高技能は ISCO88 分類 1～3、中技能は
同分類 4・7・9、低技能は同分類 5・9 を統合したもの。
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　貿易制限的措置は、これまでは主に自国の産業保護
を目的に用いられてきたが、近年では、相手国で行わ
れている市場歪曲的な措置・慣行・政策の改善を行う
ことを目的として発せられているケースも存在する。
その一例としては、足下で激化しつつある米中貿易摩
擦における米国の通商法 301 条に基づく中国への追加
関税発動措置が挙げられる。WTO に基づく多角的自
由貿易体制の下では、特定国で WTO 協定の規律に違
反するような市場歪曲的措置が行われている場合、
WTO ルールに則り是正が図られていくべきものであ
るが、足下のケースでは、WTO の機能への懐疑の広
がりなども背景となり、相手国の政策や慣行の是正を
求めるために一方的な措置が使われる状況になってい
るものと考えられる。
　ここでは、足下の米中貿易摩擦を事例として取り上
げ、米国が問題視する中国の政策・慣行を一つの例と
して見ていきたい。米国によって、市場歪曲的であると
疑われている中国の産業支援は、大きく分けて中国企
業を優遇するものと、外国企業に対して様々な制限や
規制を加えるものがあると考えられる。前者に関連する
措置としては、補助金、優遇的融資、政府系ファンド等
を介した資金供給や税制優遇などの金融支援に加えて、
政府調達における中国企業の優遇 114などがある。後者
に関連する措置としては、技術等にかかる中国独自の基
準、対内投資について業種ごとに設けられた制限区

分 115、投資スキームに関する制限 116などで外資の参入
を阻止している実態があるとされる。さらに、米国の指
摘によると、強制技術移転 117や海外で経験を積んだ人
材の活用、先進国における産業スパイ活動による機微
情報の不正な入手 118により、技術水準の底上げを図っ
ているとされている 119。

（1）金融支援の全体像
　以上のように、産業支援には様々なものが挙げられ
るが、ここでは特に、中国の国有企業や民営企業に対
する金融支援策に着目する。
　「中国製造 2025」の公布に関する国務院の通知 120

には、「金融分野の改革を深め、製造業の融資ルート
を広げ、融資コストを引下げる。政策金融・開発金融・
商業金融の特徴を積極的に発揮させ、次世代情報技術
やハイエンド設備、新材料などの重点分野に対する支
援を強化する。」とある。より具体的には、中国輸出
入銀行による製造業の海外進出支援や、国家開発銀行
の融資増加に加え、国内外での債券発行による資金調
達のための支援や、ベンチャー・キャピタルやプライ
ベート・エクイティによる支援など、あらゆる金融支
援ツールを総動員する趣旨が記載されている。補助金、
融資、政府系ファンドのそれぞれの金融支援の内容に
ついては後述するが、おおよその規模の概観を示した
のが、第 II-2-2-2-1 図のグラフ 121 だ。政府補助金は、

2．市場歪曲的措置と疑われる政策・慣行の存在

114	USTR の「中国の WTO 整合性にかかる報告書」において、中国の政府調達条件は自国優遇的であると批判。USTR （2018）, “2018 Report 
to Congress On China’s WTO Compliance”, February 2018 . （https://ustr.gov/sites/default/files/ 2018 -USTR-Report-to-Congress-on-
China%27s-WTO-Compliance.pdf） p. 16, 36。

115	「外商投資産業指導目録」においては、業種ごとに、「奨励」、「許可」、「制限」、「禁止」の分類を定めている。同目録において外商投資が「奨
励」されている分野については、海外の高度な新技術を保有する投資会社や先進製造業企業を強化する投資を奨励するとともに、中国企
業が生産能力や設備面、技術水準において世界レベルで優位に立てるよう、海外展開を後押しする目的の投資を奨励している。一方で、
成熟した分野については、それらを制限することで、国内企業の保護を図っているとされる。例えば、自動車セクターについては、1994
年～2010 年にかけては「奨励」であったところ、2011 年～2014 年には「許可」に変更され、2015 年には「制限」された。同趣旨の内容
については、米中経済安全保障調査委員会（USCC）の報告書にも言及あり。USCC, “2017 Annual Report”, November 15 2017. （https://
www.uscc.gov/sites/default/files/Annual_Report/Chapters/Chapter%204%2C%20Section%201%20-%20China%27s%20Pursuit%20of%20
Dominance%20in%20Computing%2C%20Robotics%2C%20and%20Biotechnology.pdf）

116	例えば、自動車セクターについて、外資進出の条件として国有企業との合弁会社を設立することを求めるなど。
117	例えば、USTR や EU は、強制技術移転問題に関して批判しており、「技術導入契約管理条例」（1985 年 5 月公布）に見られたライセンス

契約期間にかかる規定など一部の問題については、「技術輸出入管理条例」（2002 年 1 月施行）により解決されたものの、「中外合弁経営
企業法実施条例」に、引き続き従来からの問題点が残っているとしていた。但し、2019 年 3 月 18 日に公布・施行された「国務院令第 709
条」により、当該条例の第 43 条（3）（契約期間）、（4）（技術の継続使用）に関する規定は削除されている。

118	海外で経験を積んだ人材の活用、先進国における産業スパイ活動による機微情報の不正な入手については、例えば前述の USCC の報告書
に言及あり。

119	USTR は、2018 年 3 月 22 日に公表された「1974 年通商法第 301 条に基づく中国の知的財産とイノベーションに関する法、政策及び慣行
にかかる調査報告書」において、中国の問題点について指摘している。第一に、中国は米国企業の中国における活動について、不透明で
裁量的な許認可プロセスや外資による出資規制などの各種政策ツールを通じて、制限及び干渉していること、第二に、中国の法律や政策
や商慣行によって、米国企業が許認可やその他技術関連の交渉において、市場原理に沿った条件を設定できないように制限していること、
第三に、中国政府が、先進技術や知的財産を保有する米国企業への中国企業による出資や M&A を指示し、不公正な方法で促進している
こと、第四に、知的財産や営業秘密等に関するサイバー窃盗について言及しており、これら 4 つの手法を通じて、米国の技術や知的財産
等を不正に入手している疑いがあるとしている。USTR （2018）, “Findings of the Investigation into China’s Acts, Policies, and Practices 
Related to Technology Transfer, Intellectual Property, and Innovation under Section 301 of the Trade Act of 1974”, March 22 2018.

120	「中国製造 2025」の公布に関する国務院の通知の全訳（https://www.jst.go.jp/crds/pdf/2015/FU/CN20150725.pdf）。
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上海及び深圳証券取引所に上場されている 3,703 社 122

への補助金のうち、財務諸表上確認できる 3,612 社分
を積み上げると 2017 年 1 年間で 1,346 億元（約 2.2 兆
円）に上る。補助金の中には、財務諸表上に表れない
ものもあり、実態としてはさらに多額の補助金が支給
されているものと思われる。また、中国製造 2025 の
対象とも重なる戦略的振興産業への国家開発銀行の融
資規模は 2017 年時点で 3,443 億元（約 5.6 兆円）123 に
上り、中国企業の産業育成策として特に近年急速に増
加している政府誘導ファンドの目標規模は 2017 年時
点で 5.3 兆元（約 87 兆円）124 に上るとされる。
　次に、それぞれの金融支援について見ていく。

（2）補助金
　中国政府は WTO 整合的と主張している 125 ものの、
中国政府による補助金（低利の融資、税制優遇、債務
免除等を含む広義の補助金）を巡っては、先進国を中
心とした複数の国から様々な指摘がなされている。例
えば、WTO の TPRB（貿易政策検討機関）での議論
においても、補助金その他の支援が市場を歪曲させ、
過剰生産能力問題の原因となっているといった指摘が
なされている。更に、個別の産業分野における補助金

については、例えば、鉄鋼グローバルフォーラムや、
半導体政府当局会合（GAMS）においても議論がなさ
れている。
　ここで、WTO 協定において規律される補助金を整
理しておく。WTO ルール上、あらゆる場合に禁止さ
れるレッド補助金と言われるものと、他国の国内産業
に悪影響を与えた場合には撤廃等を求められるいわゆ
るイエロー補助金の 2 種類があると考えられる。前者
のレッド補助金には、輸出補助金や国内産品優先使用
補助金が該当する。後者のイエロー補助金には、補助
金の交付対象が明示的に特定の企業・産業に限定され
ている場合、及び、明示的ではなくとも、事実上、補
助金が特定の企業・産業に利用されていると判断され
る場合に該当するとされる。レッド補助金に該当する
とされた場合、対抗措置として相殺関税を課すことが
でき、また、イエロー補助金に該当するとされた場合
には、補助金による悪影響を除去するための適当な措
置を講ずるか、あるいは廃止されなければならない、
とされている。また、補助金の交付の形態としては、
必ずしも名目上補助金と判断されない場合でも、例え
ば、市場金利と乖離した低利の融資や、企業債務の直
接免除、出資転換 126 等の企業再編にかかる利益供与
も補助金に該当する。
　中国の政府補助金（狭義の補助金）には、大きく分
けて、資産と関係する補助金と収益に関係する補助金
がある。前者は、企業が工場等の建設用途のために給
付される補助金であり、貸借対照表上の資産（工場等）
から直接控除される性質を持つものに代表され
る 127。収益に関係する補助金は、原価費用や損失の
補償に使用することを想定して給付されるものであ
る 128。例えば、資産の購入について、政府補助金が
支給されるとすれば、その分だけ安い価額を貸借対照
表上に計上することが可能になるため、単に資産の購
入負担を減らすことができるメリットがあるだけでな
く、計上する固定資産の圧縮により、固定資産の使用

第Ⅱ-2-2-2-1 図
2017 年の政府誘導ファンド、国家開発銀行による融資、
政府補助金額の概観

資料：�投中研究院、国家開発銀行年次報告書、Wind データベースから作成。

政府誘導ファンドの
目標規模

国家開発銀行による
戦略的新興産業への融資額

中国上場企業への
政府補助金額

86.6 兆円、5兆 3,125 億元86.6 兆円、5兆 3,125 億元

5.6 兆円、3,443 億元

2.2 兆円、1,346 億元

121	1 元を 16.3 円で計算（2019 年 3 月 24 日時点の為替レート）。
122	中国国内投資家のみが取引できる A 株と外国人投資家も取引可能な B 株を Wind データベースに基づき集計。
123	国家開発銀行の年次報告書参照。
124	投中研究院（2018）、「2018 年政府引導基金特題研究報告」。
125	中国国務院新聞弁公室、“The Facts and China’s Position on China-US Trade Friction”, September 2018,（https://www.scio.gov.cn/zfb

ps/.../201809251638289_336183.doc）.
126	民間投資者が同様の条件では出資または出資転換しないと考える状況で債務の出資転換を行う場合。
127	資産と関係する補助金は、関係する資産の帳簿価額を相殺するかまたは繰延収益として認識する。資産と関係する政府補助金を繰延収益

として認識した場合は、関係する資産の使用寿命内で合理的、系統的な方法で期間に分けて損益に計上する。当該金額で測定した政府補
助金は当期損益に直接計上する。

128	収益と関係する補助金は、①企業のその後の期間の関連原価費用または損失の補償に使用する場合は繰延収益として認識し、かつ認識し
た関連原価費用の期間において当期損益に計上するかまたは関連原価と相殺する。②企業に既に発生した関連原価費用または損失の補償
に使用する場合は、当期損益に直接計上するかまたは関連原価と相殺する。
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に伴う減価償却費も小さくなるため、結果として、製
品の製造コストが下がる効果も生じていると考えられ
る。一方、収益に関係する補助金は、企業のコストダ
ウンや損失の補償に使用されることで、利益を大きく
見せることが可能であると考えられる。
　Wind データベースにより、中国において上場され
ている企業 129 の年次報告書に記載されている政府補
助金額を分野別に集計し、「製造 2025」における重点
10 分野の内訳を示したのが、第 II-2-2-2-2 図である。
これによれば、政府補助金額は過去 10 年間で着実に
増加しており、2017 年時点で 2009 年の 3.7 倍に当た
る 1,346 億元（約 2.2 兆円）が支給されている。この
うち、「製造 2025」関連補助金は 2017 年時点で全体
の 4 割以上を占めており、中でも次世代情報技術産業
（全体に占める割合：12.8％）、省エネルギー・新エ
ネルギー自動車（同 9.1％）、新材料（同 6.1％）への
支給割合が高い。
　また、上場企業を業種別に分類し、「製造 2025」に
おける重点 10 分野企業の営業収入、営業利潤、政府
補助金、短・長期借款、研究開発費、減価償却費のそ
れぞれについて、2009 年から 2017 年の年平均成長率
を比較したのが第 II-2-2-2-3 表である。政府補助金

の年平均成長率は、13.5％～43.2％といずれの分野も
高い水準となっている。また、全分野に共通していえ
るのは、研究開発費と減価償却費の伸び率が営業収入

第Ⅱ-2-2-2-2 図
企業財務データに基づく政府補助金総額及び「製造
2025」関連補助金内訳推移

備考：�Wind データベースから、中国の上場企業（上海 / 深圳取引所の A 株・
B 株）の財務データを取得の上、集計。上場企業数は、2019 年 4 月
16 日時点で合計 3,703 社（上海：1,510、深圳：2,193）。うち、
Wind の財務分析対象は、3,612 社。

資料：�Wind データベースから作成。
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第Ⅱ-2-2-2-3 表　「製造 2025」重点 10 分野財務項目の年平均成長率（CAGR：2009 年～2017 年）

備考：�営業利益がマイナスの場合は異常値として除外。
資料：�Wind データベース、BvD 「ORBIS」から作成。

年平均成長率（2009 年→ 2017 年）
営業収入 営業利潤 政府補助金 短・長期借款合計 研究開発費 減価償却費

次世代情報技術産業
（493 社） 23.5% 24.0% 24.5% 25.1% 40.4% 28.7%

ハイエンド工作機械・ロボット
（242 社） 7.4% 6.2% 13.5% 10.3% 68.6% 18.0%

航空・宇宙用設備
（48 社） 20.2% 19.5% 16.5% 18.5% 84.4% 24.7%

海洋工程設備・ハイテク船舶
（8 社） 6.3% - 20.2% 15.8% 36.4% 16.7%

先進的軌道交通設備
（11 社） 18.5% 15.4% 18.1% 26.6% 27.1% 14.8%

省エネルギー・新エネルギー自動車
（150 社） 18.9% 20.6% 33.2% 22.2% 117.5% 20.0%

電力設備
（152 社） 16.0% 17.1% 17.4% 11.8% 85.6% 20.3%

農業用機器
（3 社） -1.7% -16.2% 43.2% 41.7% 5.8% 17.3%

新材料
（276 社） 10.3% 28.9% 15.3% 8.4% 60.8% 10.6%

バイオ医薬・高性能医療機器
（255 社） 17.2% 19.2% 25.0% 14.7% 82.8% 21.8%

全体
（3,612 社） 15.3% 19.7% 21.4% 13.1% 48.7% 17.4%

129	上海 / 深圳取引所の A 株・B 株を集計（3,703 社）。
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の伸び率を上回っている点である。また、分野別で特
に注目すべきなのは、次世代情報技術産業、省エネル
ギー・新エネルギー自動車であり、営業収入以下全て
の項目において、全体の成長率を上回っている。一方
で、農業機器は、営業収入（▲ 1.7％）や営業利益（▲
16.2％）の項目はいずれもマイナス成長となっている
にも関わらず、補助金成長率（43.2％）が全体（21.4％）
の 2 倍近くとなっている。
　Wind のデータベースから取得した中国の全上場企
業 130 の政府補助金受取額を集計すると、補助金受取
額の多い企業には、自転車（完成車）、鉄道車両、半
導体等の「製造 2025」の重点、10 分野企業が多い（第
Ⅱ-2-2-2-4 表）。
　なお、中国において企業に対して交付されている補
助金には、自動車セクターの新エネルギー車（NEV）
補助金のような、購入補助金も含まれていることに留
意する必要がある。すなわち、NEV 補助金は、NEV
消費を喚起するための補助金制度であり、一義的には
消費者のための購入補助金としての性格を有するが、
補助金の交付先は消費者ではなく、販売側の企業と

なっている。

（3）融資
　次に融資について見ていきたい。国家開発銀行は、

「製造 2025」を受け、同行の 5 か年計画において、「中
国製造 2025」の実施に対して融資を少なくとも 3,000
億元以上行う方針としている。同行の年次報告書によ
れば、2015 年からの 3 年間で戦略的新興産業への融
資規模は着実に増加し、2017 年時点で融資全体の
6.15％を占める 3,443 億元（5.6 兆円）131 に上っている
（第 II-2-2-2-5 図、第 II-2-2-2-6 図）。
　中国企業は、政策銀行である国家開発銀行だけでな
く、国有の商業銀行など各種金融機関から融資を受け
ている。ここで、中国における融資が市場金利よりも
低利で貸付がされている可能性についても注目した
い。先にも述べたように、低利の融資は広義の補助金
とも捉えられ、問題視されている。中国において、市
場メカニズムに基づいた貸出金利での融資がなされて
いない可能性については、米国商務省のレポート 132

等においても指摘されている。現代的な金融政策が実

第Ⅱ-2-2-2-4 表　2017 年の政府補助金受取額上位企業

資料：�Wind データベースから作成。

2017 年

順位 業種 補助金額
(百万元） 営業収入 営業利潤 補助金 /

営業収入
補助金 /
営業利潤

1 石油天然ガス 4,783 2,360,193 86,965 0.2% 5.5%
2 自動車（完成車） 2,659 857,978 54,110 0.3% 4.9%
3 自動車（完成車） 1,613 80,012 7,152 2.0% 22.6%
4 家電 1,332 240,712 21,628 0.6% 6.2%
5 自動車（完成車） 1,276 105,915 5,411 1.2% 23.6%
6 海運 1,172 90,464 4,957 1.3% 23.6%
7 家電 1,159 111,577 4,113 1.0% 28.2%
8 アパレル 1,155 25,440 99 4.5% 1162.3%
9 鉄道車両 1,118 211,013 14,743 0.5% 7.6%
10 石油天然ガス 1,099 2,015,890 57,769 0.1% 1.9%
11 半導体 962 93,800 9,674 1.0% 9.9%
12 半導体 906 5,995 44 15.1% 2072.8%
13 化学材料 902 53,123 16,959 1.7% 5.3%
14 家庭消費財 880 148,286 26,127 0.6% 3.4%
15 加工食品 849 67,547 7,116 1.3% 11.9%
16 半導体 799 39,071 2,883 2.0% 27.7%
17 メディア 736 12,014 7,244 6.1% 10.2%
18 投資銀行 728 23,804 13,459 3.1% 5.4%
19 化学製品 717 1,830 -617 39.2% -116.1%
20 電力 713 152,459 4,095 0.5% 17.4%

130	上海・深圳証券取引所に上場されている A 株（中国国内投資家のみが取引可能な企業）と B 株（外国人投資家も取引可能な企業）につい
て集計。

131	国家開発銀行年次報告書参照。
132	U.S. Department of Commerce （2017）, “Review of China’s Financial System Memorandum,” Docket C-570-054 （August 1, 2017）, p. 8, 

12-16 （noting that even though the government nominally removed the last remaining control on lending and deposit rates at the end 
of 2015 , an analysis of interest rate dynamics suggests that interest rates are not yet market-determined） （“DOC Financial System 
Report”） （Exhibit USA-3）.
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体経済に影響するプロセスは、中央銀行が公開市場操
作を通じて短期金利を調整し、それが市場メカニズム
に基づいて長期金利に波及し、最終的に実体経済に影
響を及ぼしていると考えられる。しかし、中国では、
短期金利のボラティリティが長らく高い状況にあった
ため、預金・貸出金利の上限または下限に関する規制
が既に撤廃 133 されているにも関わらず、商業銀行が
貸出金利を設定する際には、中国人民銀行が公表して
いる基準金利をベンチマーク金利としているのが実態
のようだ 134。

　こうした中、この中国人民銀行の貸出基準金利を参
照したレートを下回る低利の融資がなされている可能
性が否定できないのではないかと考えている。ここで
は、中国が戦略的に支援を行う産業のうち、6 業種（二
次電池、半導体、有機 EL、鉄道車両、自動車（部品、
完成車））における売上規模の大きい主要上場企業 135

について、実際の支払金利を試算した。これら企業の
財務諸表に記載されている有利子負債に占める支払利
息の割合（利払率）をグラフに表示したものが、第
II-2-2-2-7 図である。中国人民銀行の発表している貸
出基準金利に固定マージンとして 1％をプラスした利
率を比較基準金利として示している。2019 年 2 月時
点の中国人民銀行の貸出基準金利は、1 年以内の貸出
は 4.35％、1～5 年で 4.75％、5 年以上で 4.9％である
が、 図 7 に お い て は、 過 去 5 年 間（2014 年 2 月 ～
2019 年 2 月）の各貸出基準金利の最小値と最大値を
抽出し、固定マージン 1％を加え、それらの最小値
5.4％（1 年以内）と最大値 7.6％（5 年以上）を示し
ている 136。これを見ると、業種によって多少のばら
つきはあるものの、分析対象企業の多くが、比較基準
金利よりも低い結果となった。なお、これら分析対象
企業の過去 5 年間（2013～17 年）の借入金（短期・
長期）の増加率を見ると、企業・業種によりばらつき
はあるものの、業種別年平均増加率が 38～96％とな
るなど、急速に借入を増加させていることが分かる（第
II-2-2-2-8 表）。
　一方で、参考として日本の大手完成車メーカー3 社
についても、2017 年度（2017 年 3 月～18 年 3 月期）
有価証券報告書の連結附属明細表に記載の有利子負債
額及び利率を元に、各負債額の規模に応じてそれぞれ
の利率を加重平均し、利払率を試算した。日本の自動
車メーカーについては、ドル建てによる資金調達割合
が多いことを勘案し、比較基準金利としてレンジの最
小値を日本の CIRR である 0.83％（年限に関わらず一
律）、レンジの最大値を米国の CIRR（8.5 年超～）で
ある 3.57％を参照している 137。これによれば、日本

第Ⅱ-2-2-2-5 図　
国家開発銀行戦略的新興産業への融資推移（2015-17
年）、融資セクター内訳（2017 年）

資料：�国家開発銀行年次報告書（2015 年～17 年）から作成。
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第Ⅱ-2-2-2-6 図　国家開発銀行の融資セクター内訳

資料：�国家開発銀行年次報告書（2017 年）から作成。
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133	2013 年 7 月に貸出金利の下限規制が撤廃され、2015 年 10 月に預金金利の上限規制も廃止された。
134	みずほ総合研究所調査本部アジア調査部（2017 年）、「新しくなる中国の金融政策枠組み」、2017 年 3 月 29 日、（https://www.mizuho-ri.

co.jp/publication/research/pdf/insight/as170329a.pdf）。
135	対象企業の抽出に当たっては、「製造 2025」対象業種のうち、売上高規模及び伸び率や補助金等金融支援の大きさ等を参考に業種を選定し、

二次電池、半導体、有機 EL、鉄道車両、自動車（部品）、自動車（完成車）の各業種において売上高規模の上位 5 社を対象とした。
136	一方で、中国の月刊誌である『管理世界』で掲載された企業家向けアンケート（2017 年時点）によれば、企業の平均融資コストは全体で 8.15％

程度とされており、全体としてみれば、貸出基準金利に手数料やリスクプレミアムを加算した相応の額で貸し出されているとされる。こ
れを、企業の属性別にみると、外資企業で 6.49％、国有及び国有コントロール企業で 6.9％、民営企業で 8.17％となっている。

137	OECD 輸出信用アレンジメント第 20 条に基づく最低貸出金利。日本の CIRR は年限に関わらず 0.83％、EU は 0.48％（～5 年以内）～0.88％
（8.5 年超～）、米国は 3.48％（～5 年以内）～3.57％（8.5 年超）。国際協力銀行ホームページ（2019 年 3 月 15 日現在：https://www.jbic.
go.jp/ja/support-menu/cirr.html）を参照。
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の大手完成車メーカー3 社は全て比較基準金利の範囲
内に収まる結果となった。

（4）政府系ファンド
　近年特に注目されているのが、中国の政府系ファン
ドを通じた金融支援である。中国の政府系ファンドに
は様々な種類があるが、シルクロード基金のように、
中国政府が特定の政策目的の下、直接出資し、投資対
象案件について具体的に指示する「政策ファンド」と
呼ばれるものや、政府の指導の下、企業の出資者を募

り、成長分野に投資する「政府誘導ファンド」など様々
なファンドがある 138。また、「政府誘導ファンド」と
呼ばれるものの中でも、中央政府が主導して設立され
たものと、地方政府主導の下設立されたもの 139 とで
大まかに分けられると考えられる。第 II-2-2-2-9 表
は、各種報道やレポート等から、主要な政府系ファン
ドを一覧化したものである。
　中国企業の産業育成策として、特に注目を集めてい
るのが、近年急速に増加している「政府誘導ファンド」
である。2017 年時点で 1,166 社のファンドがあり、そ
の目標規模は 5.3 兆元（約 87 兆円）に上るとされる（第
II-2-2-2-10 図）。「政府出資産業投資基金管理暫行弁
法」140 に定められる「政府誘導ファンド」の投資対象
分野は 6 つあり、①非基本的公共サービス、②インフ
ラ、②住宅保障、③生態環境、④地域発展、⑤戦略的
新興産業及び先進製造業、⑥ベンチャーイノベーショ
ンとされている。こうした分野における資金需要を満
たすことが、政府誘導ファンドの重要な役割であり、
特に、各地域の新興ハイテク企業の規模拡大を図るこ
とで先端技術への研究開発投資を促進し、ひいては投
資対象企業が M&A により外国企業から技術を獲得

第Ⅱ-2-2-2-7 図　対象 6業種　利払率の比較

備考：１．�各社財務諸表から、A：2017 年の支払利息、B：有利子負債等（長短借入金、社債、一年以内に満期を迎える非流動負債、
長期未払金の合計）の期中平均残高を抽出。A/B を推定利払率とした。A の支払い利息には短長期借入、社債の利払いに加え、
CP やリース債等全ての有利子負債を原因として発生するコストを含む。B の有利子負債等については、返済義務のある負
債の合計であり、必ずしも利息を含まない負債を含む。

　　　２．�分析対象中国本土に上場している企業のうち、業種毎に売上規模の上位 5 社までの企業を分析対象とした。ただし、資金の
動きがみられないといった明らかな異常値を示す企業（自動車（完成車）企業 1 社、有機 EL 企業 1 社）は排除して表示した。

　　　３．�「貸出基準金利＋固定マージン 1％」は 2014 年 2 月～2019 年 2 月に中国人民銀行が発表した貸し出し基準金利の最大値（償
還期間 5 年以上）と最小値（償還期間 1 年）に、OECD 輸出信用アレンジメントで規定する最低貸出金利の算出方法に準じ、
固定マージン 1% を加算したもの。商業銀行による貸し出しは記載の基準金利にリスクプレミアムや銀行の利益を加算して
算出される。

　　　４．�【参考】日本の主要自動車（完成車）メーカー３社について、各社の 2017 年度（2017 年 3 月～18 年 3 月期）有価証券報告
書の連結附属明細表から利払率を試算。比較基準金利として、日本の CIRR （年限に関わらず、0.83％）と米国の CIRR （最大
値である、8.5 年超：3.57％）を参照。ベースレートは各国の国債流通利回りを参照している（3 月 15 日時点）。

資料：�各社年次報告書、中国人民銀行、CEIC Database から作成。
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鉄道車両

自動車（部品）

自動車（完成車）

【参考 : 日本企業】
自動車（完成車）

0 987654321 10（％）

財
務
諸
表
か
ら
試
算
し
た
利
払
率

比較基準：日米 CIRR
（ベースレート+１％）

5.4％ 7.6％

比較基準
（中国貸出基準金利+固定マージン 1％）

0.83％ 3.57％

第Ⅱ-2-2-2-8 表　
対象 6業種　借入金（短期・長期）の年平均増加率（2013
～17 年）

備考：�第 II-2-2-2-7 図における利払率試算の対象企業（中国企業）につい
て試算。

資料：各社年次報告書から経済産業省作成。

二次電池 96%
半導体 39%
有機 EL 38%
鉄道車両 76%

自動車（部品） 49%
自動車（完成車） 42%

138	「政府誘導ファンド」は、ベンチャー投資等を目的としたファンドなど、政府支援を間接的なものにとどめ、企業の出資者を募る場合が多
いとされているが、後述の「産業投資誘導ファンド」など、特定の産業育成を目的として政府が直接の資本支援を行う場合もあるとされる。

139	投中研究院のアンケート（「投中研究：2019 政府引導基金調研報告」）によれば、ほとんどの政府誘導ファンドが、地元への投資比率を 4
割以上設けることが要求されているとされる。

140	創業投資企業管理暫行辦法（http://big5.gov.cn/gate/big5/www.gov.cn/ziliao/flfg/2005-11/15/content_99008.htm）
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第Ⅱ-2-2-2-9 表　中国主要政府系ファンド一覧

備考：�間接出資・直接出資の分類については、各ファンド HP 等において確認できるものについては、HP 等より確認。一方で、HP 等から確認の出来ないも
のについては、有識者の意見を総合し、ファンド名に「引導」が入っているものについて、間接出資、入っていないものは直接出資と推定した。

　　　�1 元＝ 16.3 円（2019 年 3 月 24 日時点）で換算。＊印のファンドについては、ファンド・オブ・ファンズ（FoF）による出資が行われているとの情報
がある。

資料：�投中網、Bloomberg、各ファンド HP 等から経済産業省作成。

分類 # 名称
総額

産業 設立
10億人民元 10 億円

間
接
出
資

国

1 国家科技成果転化引導基金 - - 科学成果の転化など 2014 年 9 月

2 シルクロード基金 265 4,320 一帯一路関連産業及びプロジェクト 2014 年

3 国創投資誘導基金 150 2,445 高速鉄道、原子力、航空宇宙、クリーンエネルギー、3D プリンティング、新エネ車、
ロボティクス、量子ネットワーク 2017 年 5 月

4 全国中小企業開発基金＊ 60 978 新産業、中国の特色ある企業 2015 年 9 月

5 国家開発投資公司（SDIC）創合国
家新興産業 VC 誘導基金 18 285 IT、バイオテクノロジー、健康、医療、新エネルギーなど 2017 年 5 月

省

6 新疆ウイグル自治区 PPP 政府誘導
基金＊ - - - 2015 年

7 揚子江産業基金 1,000 16,300 情報技術、先進製造、新素材、ヘルスケア、クリーンエネルギー 2015 年

8 江西省開発アップグレード誘導基金 300 4,890 イノベーション産業、新興産業、伝統産業のアップグレード、サービス産業 2017 年

9 山東プライベートエクイティ投資誘
導基金＊ 300 4,890 - 2014 年

10 吉林省産業投資誘致基金＊ 50 815 戦略的新興産業、モダン農業、サービス産業 2015 年

11 湖北省長江経済帯産業基金 40 652 湖北省の戦略性新型産業 2015 年 12 月

市

12 深圳福田地区誘導基金＊ 数十億 数百億 新エネルギー、新素材、航空、ヘルスケア、情報技術、消費者のアップグレード 2015 年

13 アモイ産業誘導基金＊ 20-30 326-489 ディスプレイ、コンピュータ＆テレコム、デバイス、ヘルスケア、新素材、観光展
示会、ロジスティクス、ソフトウェア、金融、カルチャー 2015 年

14 揚中スマート揚子江誘導基金＊ - - 不動産、スポーツ、文化、農業、観光、先端製造業、革新産業、交通、公共サービス 2016 年

15 海河産業誘導基金江西省開発アップ
グレード誘導基金＊ 500 8,150 ヘルスケア、新エネルギー、カルチャー、先端製造、TMT、モバイル 2015 年

16 深圳誘導基金＊ 249 4,059 情報技術、ヘルスケア、スマートデバイス、環境保護 2010 年

17 成都前海産業誘導基金＊ 200 3,260 インフラストラクチャ、戦略的新興産業、先進製造業、イノベーション産業、公共サー
ビス 2016 年

18 徐州産業発展誘導基金＊ 100 1,630 - 2016 年

19 天津産業革新誘導基金＊ 80 1,304 ヘルスケア、新エネルギー、カルチャー、先進製造業、TMT、モバイルインターネット 2015 年

20 重慶市産業導引エクイティ投資基金 3 41 農業、現代サービス、文化、科技、観光 2014 年 5 月

直
接
出
資

国

21 国家新興産業創業投資誘導基金＊ 200 3,260 産業革新、イノベーションなど 2015 年 8 月

22 国有企業構造調整基金 350
（第一フェーズは131）

5,705
(2,135) 中央企業の発展、中央企業の業種統合、専門化再編、生産能力調整等 2016 年 9 月

23 中国国有資産ベンチャー投資基金 200 3,260 革新技術、産業アップグレード 2016 年

24 国新国同投資基金 150 2,445 中国企業が「一帯一路」建設に参加し、国際的な生産能力と装備製造の協力及び国
際的な投資買収などを促進するために人民元の資金と専門的な支援を提供する 2016 年 11 月

25 国家集積回路産業投資基金 139
( 第一フェーズ ) 2,266 半導体製造、チップ設計、チップ材料、チップ試験、組み立て 2014 年 9 月

26 中国インターネット投資基金 100 1,630 インターネット 2017 年 1 月

27 国華軍民融合産業発展基金 30 492 軍工の企業・事業単位の制度改革、軍工装備。軍工資産証券化、軍民融合技術、軍
工国有企業改革 2016 年 9 月

28 中国文化産業投資基金 20 326 文化、メディア、娯楽、パフォーマンスアート、データ 2011 年 7 月

29 先進製造産業投資基金 20
( 第一フェーズ ) 326 「製造 2025」重点産業：鉄道輸送、ハイエンド船舶および海洋工学機器、産業用ロボッ

ト、新エネルギー車、近代農業機器、先進医療機器、新材料 2016 年 6 月

30 中国開発基金 50 815 先進製造、次世代自動車、ロボティクス、IT などの主要セクター 2015 年 8 月

省

31 河南産業集積地域開発投資基金＊ - - 先進製造、サービス 2017 年

32 広東省集積回路産業投資基金＊ - - 集積回路、先進製造、材料デバイス 2016 年

33 浙江省政府産業基金 20 326 IT、環境保護、健康、観光、金融、先進製造、ファッション、農業 2014 年 5 月

市
34 中国ビッグデータ産業開発基金 20-30 326-489 貴陽市のビッグデータ産業 2016 年

35 上海集積回路産業投資基金 50 815 半導体製造、チップ設計、チップ材料、チップ試験、組み立て 2017 年

不
明

省 36 中原シルクロード基金＊ - - 空港建設、空港産業、ロジスティクス、貿易と金融、文化と観光 2017 年

市

37 深圳国有資産改革開発基金＊ - - 環境保護、先進製造 2016 年

38 北京技術革新基金 1,000 16,300 オプトエレクトロニクス技術、ビッグデータ、新素材、クリーンエネルギー、人工
知能、先進の製造、ヘルスケア、情報技術、量子コンピューティング 2017 年

39 北京ビッグデータ産業投資基金 10
( 第一フェーズ ) 163 ビッグデータトランザクションプラットフォーム、センサー、チップ、データリソー

ス、データ技術 2016 年

40 広州 IoT 産業基金 1.2 20 IoT 2017 年 8 月
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することも意図しているとの指摘もある 141。
　第 II-2-2-2-11 図は、基本的な政府誘導ファンドの
仕組みを図示したものである。まず、中央または地方
政府が国有資産主管部門及び国有資本を後ろ盾とした
基金管理会社に対して親ファンドの設立を指示する。
国有企業等は金融機関やその他の投資家と共同して管
理会社を設立する。この管理会社は親ファンドに対し
て投資判断などの運用指図や政策指導を行う役割を有
している。親ファンドは管理会社の運用指図に従って
出資者から資金を集めて管理し、リミテッド・パート
ナー（LP）として実際に投資対象への出資や運用を
行うのが一般的だ。親ファンドの出資対象は、個別企

業の場合もあるが、多くの場合は特定の分野への投資
を行う子ファンドへの出資としてなされる。子ファン
ドに対する出資比率が 15～30％の政府誘導ファンド
が全体の 9 割近くを占めているとされる 142。
　投中研究院のアンケート 143 では、政府誘導ファン
ドの属性を五つに分類している（第 II-2-2-2-12 図）。
これによれば、複数回答で最も大きな割合を占めるの
が、ベンチャー投資誘導ファンド（73.3％）であり、
3 位のエンジェル投資誘導ファンド（36.7％）も勘案
すると、創業時や創業後間もない企業の支援を目的と
したファンドが最も多いことが分かる。2 位は、次世
代の産業育成を主眼とした産業投資誘導ファンド
（58.7％）144 であり、例えば、半導体企業の支援で有
名な「国家集積回路産業投資基金（通称、大基金）」、
産業革新やイノベーションの支援を主眼とした「国家
新興産業創業投資誘導基金」、「製造 2025」に関連し、
新エネ車・省エネ車等の戦略的新興産業に投資する「先
進製造産業投資基金」などがある。
　また、前述のアンケートにおいては、政府誘導ファ
ンドの過去 3 年間の出資先および今後 3 年間の出資先
の見込みについても調査を行っている（第 II-2-2-2-
13 図）。これによれば、医療健康（93％）、TMT（テ
クノロジー・メディア・テレコム）（93％）、資源エネ

第Ⅱ-2-2-2-10 図　政府誘導ファンドの目標規模推移

資料：�投中研究院「2018 年政府引導基金専題研究報告」から作成。
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第Ⅱ-2-2-2-11 図　政府誘導ファンドの仕組み

備考：�一般的な政府誘導ファンドの概念図であり、各主体の関与方法は実
際と異なる場合もある。

資料：�ファンドの HP、各種レポート、有識者ヒアリングにより作成。
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第Ⅱ-2-2-2-12 図　
政府誘導ファンドの各分類の割合（複数回答）

備考：�政府誘導ファンドは複数の性質を持つことが多いため、複数回答。
資料：�投中研究院「2019 年政府引導基金調研問巻」から作成。
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141	Malkin, A. （2018）. “Made in China 2025 as a Challenge in Global Trade Governance”, August 15 2018, （https://www.cigionline.org/
publications/made-china-2025-challenge-global-trade-governance-analysis-and-recommendations）

142	投中研究院（2019）、「投中研究：2019 政府引導基金調研報告」。
143	同上。
144	2016 年に中投顧問産業研究センターが公表した「2016 年～2020 年中国産業投資基金業界深度分析及び発展計画諮詢建議報告」によれば、「産

業投資基金（※産業投資誘導ファンドと同義と解釈）」が政府の産業政策に基づくものであるため、直接資本支援を提供することが基本であり、
一般的な VC や PE 投資基金に比べて、基金の収益要求が高くなく、基金の期間が長いとされている。さらに、「産業投資基金」の特徴として、
①投資対象は主に非上場企業（または上場企業の非公開株式）、②一般的に投資期限が長めであり、通常 3～7 年（もっと年数の長いものもある）、
③投資を受けた企業のマネジメントに関与（出資規模により、会社の重大決定権を有する。企業の付加価値向上のため、財務管理や経営資源
の提供、企業統治などを支援）、④投資の狙いは企業の潜在価値に基づき、投資を通じて企業発展を促進すると同時に、タイミングを図って各
種の退出により資本の増値収益を確保。退出方法として、IPO、M&A、協議譲渡、買い戻しがある、とされる。
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ルギー（63％）、新小売業（50％）が上位の投資先となっ
ている。政府による金融支援策という側面からは、公
共性の高い分野への投資が多く、また、TMT や新小
売業など、次世代産業に注力していることが分かる。
　ここで、政府誘導ファンドの具体的な支援プロセスに
ついて概観するため、前述の「国家集積回路産業投資基
金（大基金）」を例にとり説明したい。大基金は、2014
年に発表された政府文書「国家集積回路産業発展推進
要綱」によって、中国における戦略産業である半導体産
業の強化のための国家基金の設置が規定され、2014 年 9
月に集積回路（IC）産業チェーンをサポートするために
設立された。IC 産業は、政府誘導ファンドの資金規模が
最大の分野である。企業の資金、IC 産業への投資のエ
コシステムをサポートすることを主眼とし、IC の設計、
製造、包装、検査、機器、材料、アプリケーションの各
セグメントをリードする 2～3 社に投資をしているとされ
る。投資先としては、特にチップ製造を重視しており、
第一期の投資割合をみると、製造（65％）、設計（17％）、
パッケージング・テスト（10％）、製造産業（4％）、材料（4％）
となっている（第 II-2-2-2-14 図）。大基金は、投資先企
業における企業ガバナンスへの関与を強めるなどの特徴
もあると言われ 145、集積回路という先端産業の主要企業
に対し、基金を通じた政府の影響力強化が図られている

可能性も示唆される。また、大基金から支援を受けた企
業は、国家開発銀行等、政府系金融機関や国有銀行から
も融資等の金融支援を受けて、大規模な M&A や工場等
の投資を行っているとされる。例えば、大手半導体グルー
プの紫光集団は、2013 年に企業買収によりIC 産業に参
入後、わずか 5 年程度で IC 分野で 10 兆円規模の大型
設備投資を行う企業に成長した。大基金による第一期の
投資段階から多額の出資を受け取るとともに、国家開発
銀行からも支援を受け、企業買収や大規模工場建設を繰
り返し、短期間で設計から製造（前工程・後工程）まで
幅広くカバーする半導体グループとなった。（第 II-2-2-
2-15 図）。また、中国で最大規模かつ最先端技術を誇る
IC 受託製造（ファウンドリ）企業 146である中芯国際も、
大基金や上海などの中核都市を基盤としたファンド等か
らの支援を受け、1 兆円近くに上る傘下企業への投資や
工場設備投資を繰り返し、生産規模を急速に拡大してい
る（第 II-2-2-2-16 図）。
　なお、日本の IC 産業振興期（1970 年代以降）にお
ける IC 産業への政府支援と現在の中国政府による同
産業への支援の規模を比較すると、中国政府の支援規
模の方が大きいことは注目すべき点である。1970 年
代の日本では、当時の通商産業省が「大型コンピュー
タ開発で活用していた「大型技術研究開発制度」を用
い、「超 LSI 技術研究組合」が発足した（1976～79 年

第Ⅱ-2-2-2-14 図　
集積回路産業発展投資基金「第一期」のプロセス別投
資割合

資料：�経済産業省「平成 29 年度製造基盤技術実態等調査（中国製造業の実
態を踏まえた我が国製造業の産業競争力調査）」より抜粋。
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第Ⅱ-2-2-2-13 図　
政府誘導ファンドの出資先（複数回答）

備考：�政府誘導基金へのアンケート調査。TMT ＝テクノロジー・メディア・
テレコム、新小売＝ジャックマーが提唱したインターネット通販と
実店舗の融合を指す用語。

資料：�投中研究院「2019 年政府引導基金調研問巻」から作成。
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145	国家集積回路産業投資基金の丁総経理に「中国電子報」が行ったインタビュー記事（2017 年 10 月）によれば、投資の特徴として、「基本
的に各カテゴリーの業界 3 位までの企業に投資する」、「設計、製造、設備の中で、特にチップ製造業を重視し、全投資総額の 60％を下回
らない」とされ、また、投資後の行動として、「会社のガバナンスを高めるために、基金から投資先企業に董事と監事を送り込む」、「投資
先企業の勧める統合再編、構造改革を進める」、「重点プロジェクトに対しては、大基金の参加度合いを強化し、戦略決定、資金使途、企
業ガバナンスなどで大基金が十分関与するようにする」、「投資した企業に有利な政策措置を勝ち取る」といった特徴が挙げられている。

146	IC 受託製造で世界第 5 位。
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の 4 年間の国家プロジェクト）。同組合には日本政府
から 4 年間で 290 億円が拠出されている 147。一方で、
中国政府による支援について述べれば、大基金の第 1
フェーズにおける資金規模だけで、1,387 億元（約 2.3
兆円）に上り、前述のとおり、政府補助金等その他の
金融支援も含めると莫大な規模である。ここで、2018
年通商白書で分析した IC 産業関連企業への政府補助
額規模の日中比較をグラフ化して再掲したい（第 II-

2-2-2-17 図）。足下の中国政府の IC 産業関連企業へ
の政府補助額は、対売上高で約 2～4％規模 148 である
のに対し、日本の IC 産業振興期における日本政府の
企業への補助額の対売上高比率 149 は多く見積もって
も 0.7％にも満たず、中国の同産業への政府補助はか
つての日本の政府支援と比較し規模が大きいといえる。

第Ⅱ-2-2-2-15 図　半導体関連企業への政府金融支援（紫光集団の例）

資料：�経済産業省「平成 29 年度製造基盤技術実態等調査（中国製造業の実態を踏まえた我が国製造業の産業競争力調査）調査報告書」、BvD 「Zephyr」、
各種報道等から経済産業省作成。
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第Ⅱ-2-2-2-16 図　半導体関連企業への政府金融支援（中芯国際の例）

注１：�3,600 億円の増資には、中芯国際グループ会社からの出資も含まれる。
資料：�中芯国際プレスリリース資料、経済産業省「平成 29 年度製造基盤技術実態等調査（中国製造業の実態を踏まえた我が国製造業の産業競争力調査）

調査報告書」、 BvD 「Zephyr」から経済産業省作成。
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集積回路発展産業
投資基金による

株式引受
（約 370 億円）

集積回路発展産業
投資基金等、複数の
政府系ファンドによる

中芯北方への増資
（約 1,270 億円）

集積回路発展産業投資
基金及び大唐による新株

予約権付社債
（最大約 560 億円）

集積回路発展産業投資基金
による中芯北方への増資

（約 1,330 億円）

中芯南方への増資に際し、
集積回路発展産業投資
基金・上海集積回路発展

産業投資基金が支援
（最大約 3,600 億円注１）

2013 年 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年

中芯国際

【
政
府
金
融
支
援
】

【
買
収
・
工
場
投
資
等
】

147	奥山幸祐（2011）、「半導体の歴史―その 20　20 世紀後半　超 LSI への道―超エル・エスアイ技術研究組合（1）」、SEAJ Jornal 2011. 9 
No. 134 を参照。

148	中国上場集積回路関連企業のうち、時価総額上位 19 社の年度報告書および中泰證券股份有限公司「证券研究报告」から作成。2018 年通
商白書 P 179 参照。
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（5）多様な金融支援の影響
　以上のように、中国では補助金、融資、ファンドと多
様なツールを用いて一部の産業に対する金融支援を
行っており、それらは経年で見ると増加傾向にあること
が確認された。また、数字に表れない補助金や市場金
利より低利での融資の可能性、政府系ファンドの出資
や巨額の融資が集中する企業の存在などが確認された。
　これら補助金その他の金融支援の増加により起こり
うる影響として、以下の三点を指摘しておきたい。第
一に、大基金の例でも見られたように、半導体や通信
といった先端産業の主要企業（特に民営企業）に対し、
政府金融支援を通じて政府の影響力が強化されている
可能性。第二に、政府支援が呼び水となり民間からの
資金調達を集中させることとなり、特定産業に大量の
資金が流れ込んだ結果として過剰生産を招く可能性。
そして第三に、高度な技術を持つ海外企業の買収資金
となる可能性である。

（1）ハイテク技術開発の重要性の高まり
　保護主義思想の高まりの一つの背景として、各国が
技術開発競争でしのぎを削るハイテク分野における技
術覇権争いも指摘されるところである。
　人工知能、ロボット、半導体など、先端的技術分野
は今後の成長が見込まれる産業であり、各国が戦略的
に技術開発、産業育成に取り組んでいる。中でも、最
先端技術の一つである通信分野における次世代通信規
格（第 5 世代移動通信規格／5G）技術は、今後の社
会インフラ、産業、生活、教育等の様々な分野に大き
な変革をもたらし、かつ、巨大な経済効果ももたらす
可能性を秘めるものとして、世界的に大きな注目を浴
びている。
　5G は、第 4 世代と比較すると、最高通信速度が

100 倍という超高速・大容量、遅延時間が 10 分の 1
という超低遅延、基地局当たりの接続機器数が 100 倍
という多数同時接続が主要な性能目標といわれてお
り 150、加えて、低コスト、低消費電力等も目指され
ている。技術的に大きな飛躍ともいえ、5G は、従来
の通信規格の重要な役割である無線アクセス技術の向
上という意味合いだけではなく、IoT（Internet of 
things）や M2M（Machine to machine）等をキーワー
ドとした情報通信技術（ICT）を活用した新規応用分
野が急速に拡大する中、様々な応用分野を支える通信
インフラとして中心的な役割を果たすものと捉えられ
ている 151。現在のインターネット接続デバイス数は
数百億個ともいわれており、2020 年にはさらに倍増
すると見られている 152。5G の普及により、人工知能

3．ハイテク分野での覇権争い

第Ⅱ-2-2-2-17 図　
集積回路産業振興期における財政補助の日中比較（政
府補助 /売上比率）

備考：１．�中国の値に関しては、中国上場集積回路関連企業のうち時価総
額上位 19 社について、各年における政府補助金総額を総売上高
で割ったもの。

　　　２．�日本の青実線の値に関しては、超 LSI 技術研究組合参加企業（合
弁会社を除く）５社（東芝、日本電気、日立製作所、富士通、
三菱電機）の各年における雑収入（その他）の総額（当時の日
本の会計基準では慣例的に補助金は営業外収益の雑収入（その
他）の内数として計上されていた。）を総売上高で除した値。青
破線の値に関しては、分子として雑収入（その他）の総額に加
えて、超 LSI 技術研究組合の政府出資総額（290 億円）を組合事
業実施期間の 4 年で均等に割った値を追加し、分母として総売
上高で除して試算したもの。

資料：�中国については該当 19 社の年度報告書及び中泰證券股份有限公司「证
券研究报告」から、日本については該当 5 社の有価証券報告書から
経済産業省作成。
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2017 年2016 年2015 年2014 年2013 年2012 年2011 年2010 年
1982 年1981 年1980 年1979 年1978 年1977 年1976 年1975 年

1976 年～1979 年：日本における産業新興実施期
（通産省：超 LSI 技術研究プロジェクト）

2011 年～：中国における集積回路産業振興期
※2011 年：集積回路産業の発展の省令に係る政策に関する通知
※2014 年：国家集積回路産業発展促進綱要

中国

日本

149	超 LSI 技術研究開発組合参加企業 5 社（合弁会社を除く）を対象に調査。該当企業の有価証券報告書損益計算書から推計。日本の会計基
準において、政府補助金を記載する根拠法令はないが、慣例的に政府補助金は営業外収益の雑収入（その他）に計上されるため、政府補
助 / 売上比率として、雑収入（その他）/ 売上高比率を参照した。雑収入（その他）は損益計算書の営業外収入欄を参照。超 LSI 技術研究
組合事業実施期間の 4 年間（1976～79 年）については、政府補助 / 売上比率として、同期間における政府補助総額 290 億円を同年数で割っ
た値に対する 5 社の総売上高比率を、各社の雑収入（その他）/ 売上高比率に足し上げた値も併せて試算し、政府補助を最大限見積もった
場合として参照している。

150	特許庁（2017）『平成 28 年度特許出願技術動向調査報告書　LET-Advanced 及び 5G に向けた移動体無線通信システム』、P. 5。
151	特許庁（2017）『平成 28 年度特許出願技術動向調査報告書　LET-Advanced 及び 5G に向けた移動体無線通信システム』、P. 4。
152	特許庁（2017）『平成 28 年度特許出願技術動向調査報告書　LET-Advanced 及び 5G に向けた移動体無線通信システム』、P. 5。
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（AI）、自動運転、ロボット技術、遠隔治療など、様々
なサービスの実用化が加速し、既存産業の在り方にも
大きな変革をもたらすと考えられる。IHS マークイッ
トの試算によると、5G 技術のもたらす世界経済への
経済効果はあらゆる分野に及ぶ非常に大きく持続的な
ものとなり、2035 年までに 12.3 兆ドルにも達すると
される 153。
　一方で、その応用範囲の多様性から、5G 技術の覇
権を特定の国が握ることとなると、今後の様々な新規
成長産業がその国の影響力のもとに置かれかねないと
いう経済的側面に加え、5G ネットワークを介した情
報漏洩やスパイ行為への悪用、自動運転などの重要な
社会インフラへの攻撃など、国家安全保障面において
も脅威となるとの懸念が一部の国で指摘されている。
このため、5G を巡る技術競争は、経済的観点だけで
はなく、安全保障の観点からも重要性が増しており、
国を挙げての覇権争いの種、競争の激化を呼んでいる。

（2）ハイテク分野の技術開発競争
　ハイテク分野の技術開発競争において、足下の特筆
すべき特徴はこの分野における中国の台頭である。中
国では、国務院が 2015 年に「中国製造 2025（Made 
in China 2025）」を発表し、5G を含む次世代情報技術、
新材料、バイオ医薬など、10 の戦略ハイテク分野で
有意性のある中国国内産業の発展を加速するとしてい

る（第 II-2-2-3-2 表）。そうした姿勢は技術開発費の
増加においても見てとれる。各国ごとの R&D 支出額
の推移を見ると、中国が世界第一位の米国に近づく勢
いで大きく支出額を増大させているのが分かる（第
II-2-2-3-3 図）。
　次に、主要なハイテク技術毎に、各国の技術獲得の
状況を見ていきたい。

第Ⅱ-2-2-3-1 図　5Gを特徴づける技術的変化

資料：�総務省 2016 年 11 月 IoT 時代に向けた移動通信政策の動向。
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第Ⅱ-2-2-3-2 表　「中国製造 2025」の重点 10 分野

1 次世代情報技術
2 先端デジタル制御工作機械・ロボット
3 航空・宇宙関連設備
4 海洋建設機械・ハイテク船舶
5 先進的軌道交通設備
6 省エネ・新エネルギー自動車
7 電力設備
8 新材料
9 バイオ医薬・高性能医療機器
10 農業用機械設備

153	HIS Economics/HIS Technology （2017）, “The 5G economy: How 5G technology will contribute to the global economy”.
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① 5G関連特許
　ビューロー・ヴァン・ダイク社の Orbis Intellectual 
Property データベースを用いて 5G に関連する特許出
願件数 154 を国別に時系列（2008 年から 2017 年の 10
年間）で見てみると（第 II-2-2-3-4 図）、特許権者（最
終親会社、以下同様）が中国企業等である特許出願件
数が、特許権者が米国企業等の出願件数を大きく引き
離して急増している。一方、特許の評価額 155 で見る
と（第 II-2-2-3-5 図）、特許権者が中国企業等である
特許の評価額は件数に比して増えてはおらず、特許権
者が米国企業等である特許の評価額が第 2 位の日本以

下を引き離して高くなっている。
　また、5G に関連する特許の出願件数及び評価額を
企業（最終親会社、以下同様）別ランキング（2019
年 2 月 4 日時点）で見てみると（第 II-2-2-3-6 表）、
特許出願件数では上位 10 位に中国企業等が 4 社、米
国企業は 2 社のランクイン。一方、評価額では米国企
業 3 社が上位に位置し、中国企業は 5 位に 1 社（ファー
ウェイ）がランクインするのみである。また、日本企
業は件数では 10 位、評価額では 9 位、10 位と 2 社が
ランクインしている。
　企業別に研究開発費支出を見てみると、5G 関連特
許の出願件数第一位のファーウェイは、過去 10 年間
の研究開発費が 3,940 億人民元（約 6 兆 8,123 億円）
に上り、今後も年間 150～200 億ドル（約 1 兆 6,650
億円～2 兆 2,200 億円）の研究開発予算を計画してい
ると公表している 156。また、第二位、第三位である
インテル、エリクソンの 2017 年度の研究開発費はそ
れぞれ約 130 億ドル、約 5 億ドル 157 とされる。特許
出願上位企業はいずれも巨額の研究開発費の裏付けを
有するともいえ、このことからも、先に述べた中国の
研究開発費支出の増大が中国のハイテク分野における
存在感の増加に繋がっていることが示唆される。
　一方で、これらの特許の出願件数と評価額のデータ
比較からは、5G の分野において、中国は関連特許の出

第Ⅱ-2-2-3-4 図　
5G関連特許　国別・累積出願特許件数（上位 5か国）

備考：�国は特許権者（最終親会社）の属する国。ファミリーを構成する特
許群は１特許ファミリーを 1 件として集計（2019 年 2 月 4 日時点）。
出願中の特許を含む。2016 年以降はデータベース収録の遅れ、PCT
出願の各国移行のずれ等で、全出願データを反映していない可能性
がある。

資料：�BvD 「Orbis-IP」から作成。

0

7

6

5

4

3

2

1

（千件）

2017201620152014201320122011201020092008

中国 米国 韓国
スウェーデン フィンランド

第Ⅱ-2-2-3-5 図　
5G関連特許　国別・累計特許評価額（上位 5か国）

備考：�国は特許権者（最終親会社）の属する国。評価額は特許または特許ファ
ミリー毎に BvD 社が提供する推計値を集計（2019 年 2 月 4 日時点）。
出願中の特許を含む。2016 年以降はデータベース収録の遅れ、PCT
出願の各国移行のずれ等で、全出願データを反映していない可能性
がある。

資料：�BvD 「Orbis-IP」から作成。
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第Ⅱ-2-2-3-3 図　各国の研究開発費支出額の推移

資料：�OECD.Stat データベースから作成。
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154	足下までの動きを把握するため、認可前の出願数も含む。また、特許売買や M&A 等により保有するに至った特許数も含む。（Orbis IP よ
り、次の①から④の全ての条件に該当する特許を抽出［2019 年 2 月 4 日時点］。①出願年または優先年が 2008 年以降である。②認可済み
または申請中である。③ IPC 分類が H04 である。④公報に “5G” の記述を含む。）

155	特許または特許ファミリー毎に BvD 社が提供する推計値（IP ビジネス・インフォメーション社がマーケットアプローチにより算出した
特許価値推計値）を集計。

156	Huawei Japan ウェブサイト、（https://www.huawei.com/jp/about-huawei/publications/huawave/31/hw31_exploration_lights）
157	BvD Orbis データベースより抽出。
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願件数を大幅に増やしているものの、特許の評価として
は、米国にいまだ大きな差をつけられていることが見て
取れる。ただし、中国の研究開発費支出の増大に鑑み、
今後特許の質の面でも存在感を増してくる可能性は否
定できない。なお、特許の評価額は評価時点、評価目的、
評価主体等によって大きく異なり得るものであり、本項
における評価額分析はあくまで一つの参考値として捉
えるべきものであることに留意が必要である。
　5G を巡る競争において、特許とは異なる側面とし
て、通信インフラ市場の勢力図についても触れておき
たい。5G が実用化されるにあたっては、携帯基地局
などの中核設備や無線接続ネットワーク等の通信イン
フラは必要不可欠であり、携帯通信インフラ市場の獲
得も極めて重要な要素である。IHS マークイットの調

査によると、2017 年の携帯通信インフラ市場（2G、
3G、LTE、5G を含む）では、中国企業が全体の約 4
割のシェアを占め、国別では最大となっている（第
II-2-2-3-7 図）。

② リチウムイオン電池
　5G と同様に、最先端技術として各国が技術開発競争
を繰り広げる技術として、リチウムイオン電池を取り上げ、
国別の特許出願件数、評価額、及び企業別ランキングを
以下に見てみる。リチウムイオン電池関連 158では、2014
年頃までは日本が特許出願件数では世界一であったが、
その後中国に抜かれ、中国が大きく件数を増加させてい
る（第 II-2-2-3-8 図）。一方、評価額で見ると、中国は
この分野においても件数に比して評価額は増加させてお
らず、いまだ日本が他国を引き離して世界一を維持して
いる（第 II-2-2-3-9 図）。企業別ランキングでは、出願
件数では、10 位以内に中国企業等が 4 社入っているが、
評価額では 1 社もランクインしていない。なお、日本企
業は件数では 4 社だが、評価額では 7 社がランクインし
ている（第 II-2-2-3-10 表）。
　このように、リチウムイオン電池関連の特許におい
ても、中国は出願件数では大幅に伸ばしているものの、
評価額では大きくは伸ばしておらず、いまだ質の面で
は伸び悩んでいることが示唆される。一方、リチウム
イオン電池市場において、過半のシェアを占め、かつ
特に伸びが著しい車載用電池の分野で市場シェアを見

第Ⅱ-2-2-3-6 表　5G関連特許　出願件数・評価額上位企業

備考：�国籍は特許権者（最終親会社）の属する国。ファミリーを構成する特許群は、１特許ファミリーを 1 件として集計。総評価額は特許または
特許ファミリー毎に BvD 社が提供する推計値を集計。（2019 年 2 月 4 日時点）出願中の特許を含む。

資料：�BvD 「Orbis-IP」から作成。

特許の総評価額上位企業
企業名 国籍

1 インテル 米国
2 クアルコム 米国
3 ノキア フィンランド
4 アップル 米国
5 ファーウェイ 中国
6 フレクストロニクス シンガポール
7 サムスン電子 韓国
8 エリクソン スウェーデン
9 パナソニック 日本
10 ソニー 日本

出願件数上位企業
企業名 国籍

1 ファーウェイ 中国
2 インテル 米国
3 エリクソン スウェーデン
4 サムスン電子 韓国
5 ノキア フィンランド
6 クアルコム 米国
7 ZTE 中国
8 中国国有企業等 中国
9 オッポ 中国
10 ソニー 日本

第Ⅱ-2-2-3-7 図　
携帯通信インフラ市場シェア（2017 年）

資料：�IHS マークイットから作成。
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158	足下までの動きを把握するため、認可前の出願数も含む。また、特許売買や M&A 等により保有するに至った特許数も含む。（Orbis IP よ
り、次の①から④の全ての条件に該当する特許を抽出［2019 年 1 月 30 日時点］。①出願年または優先年が 2000 年以降である。②認可済
みまたは申請中である。③ IPC 分類が H01、H02、C01、C08、B60 のいずれかである。④公報に “lithium ion battery” または “li ion 
battery” の記述を含む。）
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ると、中国企業はリチウムイオン電池関連の特許評価
額のシェアに比して車載用電池における供給量シェア
が大きいといえる（第 II-2-2-3-11 図）。

③ 人工知能（AI）
　2017 年、中国国務院は「次世代 AI 発展計画」で、
2030 年までに AI の理論、技術及び応用面で世界を
リードするとともに、1 兆元（約 16.5 兆円）159 規模の
AI 産業形成を狙うと発表。同計画によれば、2020 年
には 1,500 億元（約 2.5 兆円）160 を超える市場規模が
見込まれ、2025 年にはその倍以上となる 4,000 億元の

AI 産業が目標となっている。大学や研究機関と企業、
軍関係の研究連携、AI 専門家や科学者の育成、既存
学問と AI との学際研究の推進を掲げる。
　世界知的所有権機関（WIPO）の AI レポート 161 に
よると AI 関連特許出願件数の企業別ランキングで
は、上位 2 社を米国企業が占め、上位 10 社中 6 社を
日本企業が占める（第 II-2-3-3-12 表）。中国企業は
上位 20 社まで見ても 1 社もランクインしていない。
　一方で、AI 関連特許出願件数を大学・公的研究機
関のランキングで見てみると、上位 10 機関中 8 機関
を中国の機関が占め、残り 2 機関は韓国の機関となっ

第Ⅱ-2-2-3-8 図　
リチウムイオン電池関連特許　国別・累積特許出願件
数（上位 5か国）

備考：�国は特許権者（最終親会社）の属する国。ファミリーを構成する特
許群は１特許ファミリーを 1 件として集計（2019 年 1 月 30 日時
点）。出願中の特許を含む。2016 年以降はデータベース収録の遅れ、
PCT 出願の各国移行のずれ等で、全出願データを反映していない可
能性がある。

資料：�BvD 「Orbis-IP」から作成。
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第Ⅱ-2-2-3-9 図　
リチウムイオン電池関連特許　国別・累積特許評価額
（上位 5か国）

備考：�国は特許権者（最終親会社）の属する国。評価額は特許または特許ファ
ミリー毎に BvD 社が提供する推計値を集計（2019 年 1 月 30 日時
点）。出願中の特許を含む。2016 年以降はデータベース収録の遅れ、
PCT 出願の各国移行のずれ等で、全出願データを反映していない可
能性がある。

資料：�BvD 「Orbis-IP」から作成。
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第Ⅱ-2-2-3-10 表　リチウムイオン電池関連特許出願件数・評価額　上位企業

備考：�国籍は特許権者（最終親会社）の属する国。ファミリーを構成する特許群は、１特許ファミリーを 1 件として集計。総評価額は特許または
特許ファミリー毎に BvD 社が提供する推計値を集計。（2019 年 1 月 30 日時点）出願中の特許を含む。

資料：�BvD 「Orbis-IP」から作成。

特許の総評価額上位企業
企業名 国籍

1 トヨタ 日本
2 LG 化学 韓国
3 サムスン SDI 韓国
4 パナソニック 日本
5 半導体エネルギー研究所 日本
6 日産 日本
7 ソニー 日本
8 東レ 日本
9 GM 米国
10 日立 日本

出願件数上位企業
企業名 国籍

1 トヨタ 日本
2 ボッシュ ドイツ
3 中国国有企業等 中国
4 パナソニック 日本
5 サムスン SDI 韓国
6 TDK 日本
7 BYD 中国
8 リーシェン・バッテリー 中国
9 国軒高科 中国
10 日産 日本

159	1 元を 16.5 円で計算。
160	1 元を 16.5 円で計算。
161	WIPO, Technology Trends 2019, “Artificial intelligence”.
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ている（第 II-2-3-3-13 表）。さらに AI 関連特許出願
件数において上位 500 出願人のうち、米国・韓国の大
学・公的研究機関はそれぞれ 20 程度を占めるが、中

国の大学・公的研究機関は 100 以上と圧倒的な数と
なっている。研究機関の AI 特許出願においては中国
機関の独壇場となっていることが分かる（第 II-2-3-
3-14 図）。

（3）日米中のハイテク技術
　上述のとおり、ハイテク分野の特許出願、及び、マーケッ
トシェアにおいて中国の存在感が増してきている。その
背景として、中国はハイテク産業の育成強化のための国
家戦略として「中国製造 2025（Made in China 2025）」
を発表し、国を挙げてハイテク分野の技術獲得・産業育
成に取り組んでいる。米国はこうした中国の国家戦略に
対し、経済面のみならず安全保障にも関わる先端技術分
野で、自国の優先的地位を脅かす試みと位置づけ、危機
感を募らせている。米国国防総省は、2018 年 9 月に出し
た報告書 162において、中国は半導体、チップ素材、衛
星等の軍民デュアルユース可能な先端基礎産業において
主導的な地位を確立することに焦点を当てているとし、
幅広くデュアルユース可能な人工知能、ロボット、自動
運転車等の先端的基礎技術に投資を行っていると指摘し
ている。また、同年 11 月に米中経済安全保障再考委員
会（USCC）が出した年報レポートでは、中国政府によ
るイノベーションや技術に関する一連の政策が、中国が
その分野で世界的な中核的地位を確立することを意図し
たものであり、米国の産業競争力や国家安全保障に大き
な影響を与えるものであると警告を発している。
　上述（2）では、5G 関連、リチウムイオン電池関連、

第Ⅱ-2-2-3-11 図　
車載用リチウムイオン電池の市場シェア（2016 年）

資料：�経済産業省（2018）「自動車新時代戦略会議（第 1 回）資料」から
引用。
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緑枠：日本企業、青枠：韓国企業、赤枠：中国企業

第Ⅱ-2-2-3-12 表　AI 関連特許出願件数　上位企業

資料：�WIPO Technology Trends 2019 から作成。

企業名 国 件数
1 IBM 米国 8,290 
2 マイクロソフト 米国 5,930 
3 東芝 日本 5,223 
4 サムスン   韓国 5,102 
5 NEC 日本 4,406 
6 富士通 日本 4,303 
7 日立 日本 4,233 
8 パナソニック 日本 4,228 
9 キャノン 日本 3,959 
10 アルファベット 米国 3,814 

第Ⅱ-2-3-3-13 表　
AI 関連特許出願件数　上位大学・公的研究機関

資料：�WIPO Technology Trends 2019 から作成。

機関名 国 件数
1 中国科学院 中国 2,652 
2 韓国電子通信研究院 韓国 1,936 
3 西安電子科技大学 中国 1,423 
4 浙江大学 中国 1,394 
5 IACF 韓国 1,281 
6 北京工業大学 中国 1,190 
7 清華大学 中国 1,172 
8 北京航空航天大学 中国 1,026 
9 重慶大学 中国 996 
10 天津大学 中国 922 

第Ⅱ-2-2-3-14 図　
AI 関連特許出願件数上位 500 出願人における国・地域
別の大学・公的研究機関数

資料：�WIPO Technology Trends 2019 から作成。
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162	米国国務省（2018. 8）“Assessing and strengthening the manufacturing and defense industrial base and supply chain resiliency of the 
United States”.
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AI 関連の個別ハイテク技術について特許出願状況を見
てきたが、ここでは、「中国製造 2025」の重点分野に沿っ
て、日米中の出願特許件数、評価額を比較してみたい。
ビューロー・ヴァン・ダイク社のデータベースを用いて
2012 年から 2016 年の 5 年間に日米中各国企業（最終親
会社）が WIPO に出願した特許件数、及びその特許評
価額をそれぞれ比較してみた 163。（第 II-2-2-3-15 図、
第 II-2-2-3-16 図）。これを見ると、中国製造 2025 の重
点分野についても、中国は総じて件数では存在感を増し
てきているが、評価額ではいまだ日米に大きく後れを取っ
ていることが見て取れる。また、中国は件数、評価額と
もに次世代 IT 産業分野へ一極集中しており、特に次世
代 IT 産業分野に注力していることが分かる。一方、日

本については、米中と比較し、件数に比して評価額が高
いことが分かる。また、各国の件数、評価額の伸び率を
確認するため、第 II-2-2-3-15 図、第 II-2-2-3-16 図では、
2007 年から 2011 年の 5 年間の出願特許数、評価額に比
して 2012 年から 2016 年の件数、評価額がどの程度伸び
ているか、倍率も表示した。いずれの分野においても、
件数、評価額ともに、伸び率は中国が日米を上回っており、
今後、中国が件数のみならず、評価額についても日米を
さらに追い上げてくる可能性が示唆される。また、今後
デジタル技術とリアルの産業の一体化がますます進むと
見られる中、次世代 IT 産業でより強みを持ちつつある
中国の台頭は、他分野にも急速に波及していく可能性も
ある。

第Ⅱ-2-2-3-15 図　
日米中企業（親会社で集計）のWIPO への特許出願件
数比較（2012 年～2016 年累計）

備考：�国は特許権者（最終親会社）の属する国。評価額は、特許毎に BvD
社が提供する推計値（2019 年 3 月 15 日時点）を集計。出願中の特
許含む。

資料：�BvD 「Orbis-IP」から作成。
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第Ⅱ-2-2-3-16 図　
日米中企業（親会社で集計）のWIPO への特許評価額
比較（2012 年～2016 年累計）

備考：�国は特許権者（最終親会社）の属する国。評価額は、特許毎に BvD
社が提供する推計値（2019 年 3 月 15 日時点）を集計。出願中の特
許含む。

資料：�BvD 「Orbis-IP」から作成。
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163	Orbis IP より、次の①及び②の条件に該当する特許について、WIPO 技術分類別に集計した［2019 年 2 月 4 日時点］。①優先年が 2008 年
～2017 年である。②認可済または出願中である。
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